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１１１１    調査の概要調査の概要調査の概要調査の概要    

 

１ 調査の目的 

  県内の事業所における労働時間や休暇取得、仕事と育児・介護の両立に関する意識や実態を把

握し、仕事と生活の調和に配慮した誰もが働きやすい職場環境づくりの推進に向けた施策立案の

参考資料とすることを目的とする。 

 

２ 調査対象 

  日本標準産業分類に掲げる大分類「建設業」「製造業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「情報通

信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小売業」「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，

専門・技術サービス業」「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支

援業」「医療，福祉」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、従業員が

３０人以上の民間事業所のうち、無作為に抽出した２，０００社（調査対象日に３０人未満となって

いた事業所についても集計した）。 

 

３ 調査対象日 

平成２８年１０月１日現在で調査。ただし、実労働時間、年次有給休暇平均付与日数と取得日数、

育児休業制度の利用状況等、介護休業制度の利用状況等については、過去の一定期間の状況を調査。 

 

４ 調査方法 

郵送配布・郵送回収調査 

 

５ 回収状況 

  １，０３０事業所（回収率５１．５％） 

 

６ 調査項目 

  長時間労働是正に関する事項（労働時間短縮に関する事項、休暇取得促進に関する事項）、育児と

仕事の両立に関する事項、介護と仕事の両立に関する事項 

 

７ 注意事項 

・図表中の構成比は、小数点第２位以下を四捨五入して表示している。小数点第２位以下を四捨五入

しているため、合計が１００％にならないこと（９９.９％、１００．１％など）がある。 

・文中の図はＰ１４８からの付属統計表を図案化している。 

例：Ｐ２の表１－１図１はＰ１４９の表１－１に対応。 

  


